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 1.序論
　2011 年 3 月 11 日に東北地方太平洋沖地震が発生し、日本国内で死者、行方不明者合わ
せて約 1 万 9 千人もの甚大な被害を及ぼし、その地震の影響により地震研究への注目が高
まってきている。しかし、連日報道されている地震予測の情報は数年から数十年後までに
大規模な地震が発生するといったような長期的な予測であり、その地震に備えて多少の準
備はできるが常に万全の態勢でいることは不可能である。また、緊急地震速報は地震発生
直後に、震源に近い地震計でとらえた観測データを解析して地震や地震の規模を直ちに推
定し、これに基づいて各地での主要動の到達時刻や震度を予測し、可能な限り素早く知ら
せる地震動の予報・警報であるが、この速報を受けた後では安全な場所への非難は難しい。
人々が地震発生前に避難所へ避難するためには地震発生数時間から数週間、長くて１ヶ月
以内の短期地震予知が必要である。
　その中で近年、地震に先行して発生する ULFノイズ異常、FM放送波伝搬異常、VLF
オメガ波伝搬異常などの電磁現象についての研究が行われている。本研究室では多方向か
らの見通し内 VHF 帯放送波の受信電力観測を行っており、観測を行っている上で地震の
前兆現象ではないかと考えられる伝搬異常を過去数回観測した。そして、その伝搬異常と
地震との関係性を統計的に解析した結果、規模が大きく、震源位置が電波伝搬路から近い
地震が、発生 1～2 日前に電波に伝搬異常をきたしやすいことが分かった。
　また、東北地方太平洋沖地震発生前に大気中のラドンガス濃度が大幅に上昇していたと
いう報告がなされている。このことから、地震発生前に震源からラドンガスが放射され、
その影響により大気中のイオン濃度が上昇し、大気中の屈折率が変化することでラジオダ
クトが発生するという仮説を立てた。
　さらに、地震発生前に VHF 帯電波伝搬に現れる伝搬異常と、ラドンガス濃度上昇の影
響によるラジオダクト発生の仮説から、ラジオダクトが発生している異常な屈折率分布で
電波が伝搬する際に影響を受け、伝搬異常が発生するという仮説を立てた。この仮説から
ラジオダクトと伝搬異常の関係性が分かれば地震の震源域特定の手がかりになると考えた
ため、本稿はレイトレーシング法を用いることでラジオダクトと見通し内 VHF 帯での伝
搬異常との関係性を検証する。
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 2.レイトレーシング法
 2.1.レイトレーシング法とは
　送信点から全方向に満遍無く放射された電波は、途中の障害物で反射、透過、回折を繰
り返して受信点にまで到達する。レイトレーシング法では電波を幾何光学的に扱い電波の
軌跡を求める。その際の電界強度は受信点に到達するすべてのレイの電界強度を加算して
電界強度を算出する。そのため送信点から受信点までの電波の軌跡を正確に知る必要があ
り、送信点から受信点までのレイの軌跡を求める方法として以下の 2通りの方法がある。
・イメージング法
　送信点、受信点および考慮する全ての反射面の組み合わせから幾何学的に反射点や透過
点を求めて送受信間のレイの軌跡を求める。この方法は受信点に到達するレイを厳密に求
めることができる。しかし、送信点と受信点間の反射点や回折点を決定するために全ての
反射面、回折点の組み合わせに対してレイを探索する必要がある。
・レイラウンチング法
　送信点から一定角度ごとに離散的にレイを放射させ、その軌跡を逐次追跡する。受信点
を考慮する場合、レイラウンチング法は離散的な角度でレイを放射させるため、受信点に
完全に一致するレイが求まる確率は極めて小さい。そこで受信点の周りに一定の受信領域
を定義して、領域内に到達したレイをその受信点に到達したレイとみなし、位相を考慮し
て足し合わせることで電界強度を算出する。
　受信電力を算出するにはレイラウンチング法が適しているため、本稿ではレイランチン
グ法を用いた解析を行う。
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図 2.1.1:レイラウンチング法
 2.2.電波伝搬路の設定
　送信点を東京タワー、スカイツリー、受信点を群馬大学工学部（桐生）としレイトレー
シングに必要なデータを以下のように設定する。
　東京タワーの送信点高さ＝350m、　スカイツリーの送信点高さ＝550m
　群馬大学工学部の地上高＝20m、　群馬大学工学部の海抜高度＝118m
　送信点-受信点間距離＝92km、　地球半径R＝6370km、　等価地球半径係数 K＝4/3
 2.3.受信領域の位置
　受信点である群馬大学工学部の約 3km 手前に高さ 210m の山がありそこで電波が遮ら
れるため、図 2.3.1 のように受信領域をその山の上に設置し、回折損失を考慮することで
受信点での受信電力を算出する。
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図 2.3.1:送信点,受信点,受信領域の位置関係
 2.4.地球の丸み
　地球の中心座標を (X ,Y ) 、半径 R=6370km としたときの円の方程式は(1)式で表さ
れる。
(x−X )2+(y−Y )2=R 2 (1)
(1)式を y について求めると、(2)式となる。
y=√R 2−(x−X )2+Y  (2)
東京タワーの位置 x=0km 、大学の位置 x=92km で y=0km とすると、中心座標
(X ,Y ) は(3),(4)式で表される。
X =L /2=92km /2=46km  (3)
Y =y−√R −2−(x−X ) 2=0−√R 2−(0−X )2=−√R 2−X 2 (4)
この方程式より地表を表現したものが図 2.4.1 である。
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図 2.4.1:地表面
 2.5.地表面との傾き
　送信点、受信点は地球の丸みにより図 2.5.1 のように角度 θ だけ傾いている。送信点、
受信点の 92㎞間では θ=0.41° でありそれを考慮した時、送信点の高さ 350m の垂直方
向は 349.9908m、受信点の高さ 138m の垂直方向は 137.9964m とほとんど変わらないた
め地球の水平面との傾きは無視することができる。
 2.6.標準大気の屈折率
　標準大気の屈折率 n は(5)式で表される。 
n (y )≈1+315exp(−0.136y)×10−6  (5)
ここで y は海抜高[km]である。また屈折率は非常に小さいオーダーで変化するため、そ
の変化を明瞭にするためには(6)式の屈折指数 N を用いる。
N=(n−1)×106  (6)
また見通し内の電波は 1km以下を伝搬するため 1km以下の屈折指数 N をプロットした
ものが図 2.6.1 である。高さが増すほど屈折指数は小さくなっていることが分かる。
　地球の丸みを考慮したときの屈折率 n (x , y) は、地表面の高さを表した(2)式
h (x )=√R 2−(x−X )2+Y を用いて(7)式と表される。
n x ,y =1315exp {−0.136y−h x ×103}×10−6  (7)
ここで x は送信点からの距離[km]である。(6)、(7)式を用いて電波伝搬路上の断面の大
5
図 2.5.1:水平面との傾き
気の屈折指数分布を求めたのが図 2.6.2 である。また、標準大気の屈折率一定面の傾きは
地球の円の方程式を微分することにより求まり(8)式となる。
屈折率一定面の傾き=
dh (x )
dx
= X −x
√R 2−(x−X )2
 (8)
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図 2.6.1:標準大気の屈折指数
図 2.6.2:電波伝搬路内の大気の屈折指数分布
 2.7.レイトレーシングの理論
　大気中を進むレイの軌道は屈折率が均質であれば変化することなく直進するが、標準大
気の屈折率は図 2.6.2 のように不均質であるため常に変化しながら進む。ここでは屈折率
の変化が x 、 y 方向のみ（図 2.6.2 における横軸が x ,縦軸が y ）で z 方向には
一様であるとし、伝搬ベクトルも x 、 y 平面内のみを変化する 2 次元問題とする。
　図 2.7.1 に示すように、 t=t1 の瞬間の波面を AB とすると伝搬ベクトル( k ベク
トル)方向は AB に垂直で、その方向の y 軸とのなす角を Φ とする。 t=t1+Δt の
瞬間の波面を A 'B ' とすると、新しい k ' ベクトルが元の k ベクトルの方向からず
れた角 ΔΦ は
ΔΦ=−dv
dl
Δt  (9)
となる。ここで、 v は電波の k 方向の速度で、 n を屈折率、 c を真空中の光速度
とすると、 c /n に等しい。また、 Δ l は波面 AB 上の微小線分である。 Δ t を十分
小さくとって(9)式を微分系に変え、 n を代入すると
d Φ
dt
=−dv
dl
= c
n 2
dn
dl  (10)
となる。ここで n を全微分すると
dn=∂ n
∂x
dx+ ∂n
∂ y
dy  (11)
となり、(11)式に dl の x 、 y 成分
dx=dlcosΦ
dy=−dl sinΦ
(12)
を代入し、変形すると
dn
dl
=∂ n
∂ x
cosΦ−∂n
∂ y
sinΦ  (13)
となる。(13)式を(10)式に代入すると
d Φ
dt
= c
n 2 [ ∂n∂x cosΦ−∂ n∂y sinΦ]
 (14)
となり、(14)式がレイトレーシングの基本方程式となる。
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8図 2.7.1:不均質媒質中の波面の屈折
 2.8.地表面での反射
 2.8.1.反射後の角度
　ここでは図 2.8.1 のようにレイが地表面で反射したときの入射角、反射角について述べ
る。
　 x 軸とレイのなす角 θ1 は図 2.8.1 より(15)式で表される。
θ1=θbefore−
π
2
 (15)
地表面に対して垂直な線とレイのなす角 θi n は(16)式で表される。
θi n=
π
2
−θ1−θ2=π−θbefore−θ2=θout  (16)
地表で反射した後の y 軸とのなす角 θafter は(17)式で表される。
θafter=θout+θ2=π−θbefore  (17)
この θafter を反射後の角度とし θbefor と置き換えて解析を続ける。
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図 2.8.1:入射角,反射角
 2.8.2.反射係数
　標準大地の比誘電率 ε=13 ,地表面での屈折率 n0=1.000315 ,入射角 θi n とすると反
射係数 RTE は(18)式で表される。
RTE=
cosθi n−√ε /n02−sin2θi n
cosθi n+√ε /n02−sin2θi n
 (18)
また、レイ 1 本の電界の大きさを E0 とすると地表で反射した後の電界の大きさは
E0 RTE となる。しかし数十 km という長距離でのレイトレーシングでは、全てのレイが
広い入射角で地表面に入射してくるため、反射係数 RTE は
RTE≈−0.99  (19)
となり、完全導体に近い状態で反射していく。
10
 2.9.レイトレーシング法の手順
①レイの出発地点の座標 (x , y )=(0m ,350m) 、 k ベクトルの方向(発射角) θ をレイの
方程式に与える。
②時間ステップ Δ t を決める。 Δ t の間に電波が進む距離が媒質のスケールに比べて
十分小さくなるように決める。ここでは Δ t=100ns とする。
③ (x , y ) で(14)式を計算する。
④、③で求めた値に Δ t を掛け、 Δ t 後の k ベクトルの変化 Δθ を求める。
⑤ Δ t 間に進む距離 Δ L を(20)式より求める。
Δ L= c
n (x ,y )
⋅Δt (20)
標準大気の屈折率(7)式を用いて計算すると約 30m となる。
⑥ Δ t 後のレイの進行位置の x 、 y 座標値 x ' 、 y ' を(21)、(22)式より求める。
x '≈x+ΔL sin(θ+ 12Δ θ) (21)
y '≈y+Δ Lcos(θ+ 12 Δθ) (22)
⑥ (x , y ) を (x ' , y ' ) に、 θ を θ+Δθ に更新する。
⑦、③～⑥を L が目的地の距離に達するまで繰り返し、レイの軌跡を求める。また、レ
イトレーシング法のフローチャートを図 2.9.2 に示す。
　この手順で解析した標準大気中を進むレイの軌跡が図 2.9.1 である。なおここでは、以
降回折を考慮していく上で大きな要因となる伝搬路上の山の最高点(89100,210)[m]を L
の目的地とし解析を行った。
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図 2.9.1:地表面での反射
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図 2.9.2:レイトレーシングのフローチャート
 2.10.受信領域地点でのレイの座標
　レイラウンチング法では受信領域にレイが何本到達したかで電界強度を求めるため、到
達するレイの本数を知る必要があり、そのために受信領域のある x=89100m 地点でのレ
イの高さ y を求める必要がある。 Δ t の間に進む距離 Δ L は x 、 y 方向への距
離であり、 x 方向へ進む距離は約 29.9m となるため端数ができてしまい、L=89100m
でのレイの正確な高さを知ることはできない。そこで図 2.10.1 のように受信領域直前の
最後のステップで進む距離を L−x ' と調節することによりレイの正確な高さを求める。
受信領域手前まで上記の方法の時間ステップ Δ t で解析し、受信領域直前でのレイの傾
き θ 、そこから Δ t 後のレイの傾きの変化 Δθ を求め(23)式で x=89100m のとき
のレイの高さ y が求められる。
y≈y '+ 1
tan(θ+12 Δθ)
(L−x ' )  (23)
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図 2.10.1:最後に進む距離 L-x'
 2.11.受信電力
 2.11.1.単位レイが持つ電界強度
　ここでは、発射するレイ 1 本 1 本に載せる電界を求める。発射角を θ としたとき、
Lθ=1m となる距離 L [m] だけ離れた地点での電界強度は
E =√30P
L
 (24)
となる。ただし、発射角の円の弧が平面に見えるほどの距離 L [m] とする。この受信領
域幅 1m 内に全てのレイが入っているので、この電界強度をレイの総数で割ることにより、
レイ 1 本に乗せる電界の大きさ E0 が求められる。
E 0=
√30P
L×レイの総数
= √30P
レイの総数
×θ  (25)
 2.11.2.受信電力の算出
　受信領域に到達する全てのレイの電界の大きさ E0 を加算して、全電界の大きさ
E all を算出する。受信領域に到達する全電界の大きさを受信領域幅で割ることにより、
受信領域内のどの地点でも同じ電界強度
E =
E all
受信領域幅
 (26)
が求められる。受信点での電力束密度 S [W /m2] は電界強度との関係式
S=E
2
Z 0
 (27)
から求められる。ここで Z0 は自由空間インピーダンスで 120π である。それにアンテ
ナの実効面積を掛けることによって、受信電力 P d [W ] が求められる。
P d=
λ2
4 π2
G×S (28)
ここで G はアンテナの絶対利得で、受信アンテナである八木アンテナの相対利得は
3.15[dBd]なので、絶対利得は(29)式より 3.15+2.15=5.3dBi となる。
A+2.15[dBi ]=A [dBd ]  (29)
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また、絶対利得 G は真数であるので
10log10G=5.3 [dBi ]
G=105.3/10
(30)
となる。  は電波の波長
λ= v
f
= c /n
f
 (31)
で、 f は周波数、 c は光速、 n は屈折率である。受信電力を[W]から[dBm]へ変換
するには(32)式を用いる。
求める電力 [dBm ]=10log10換算する電力 [W ]1[mW ] 
=10log10 換算する電力 [W ]×1000
 (32)
 2.12.直接波と反射波の干渉
　直接波と反射波を同時に受信すると干渉が起こる。また干渉を考慮するには位相を考え
る必要がある。平面波の電界を E (L) とし、電界の大きさ E0 、位相 kL を考慮した
直接波は
E dir (L)=E0e
− j kL  (33)
と表される。ここで L[m] はレイが進む距離、 k は波数で
k= 2πλ =
2π f
v
= 2π f
c
n  (34)
で求められる。 n は屈折率、 c は光速、 f は放送波の周波数である。屈折率が連続
的に変化することにより位相も変化するため、レイが時間ステップ Δt の間に進む距離
を Δ L とすると変化する位相 k iΔ Li を(35)式のように足し合わせることにより最終的
な kL を求める。
kL= ∑
i=0
number of time s
k i ΔLi= ∑
i=0
number of time s 2π f ni
c
ΔLi  (35)
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ここで n i はその地点の屈折率で、 Δ Li は(36)式で求める。
ΔLi=
c
n i
⋅Δt  (36)
反射波はレイ 1 本の電界が E0 RTE であるので
E ref (L)=E 0RTE e
− j kL  (37)
と表される。受信電界は直接波と反射波の和で与えられるので、受信領域に到達する全て
のレイの電界を加算して、受信する全電界 Eall は(38)式で得られる。
E all=∑
m=0
M
E 0e
− j k mLm+∑
n=0
N
E0 RTE e
− j k nLn
 
(38)
M が受信する直接波の本数、 N が受信する反射波の本数であり、この全電界 Eall
から受信電力を求める。
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図 2.12.1:レイの位相
　また、回折点までの直接波と反射波の軌跡を表したのが図 2.12.2 である。直接波と反
射波で伝搬距離に大きな差があるように見えるが、実際は
　　直接波の伝搬距離 L≒89100.40m
　　反射波の伝搬距離 L≒89100.15m
と約 0.25mほどしか変わらない。82.5MHz の FM_Tokyo の波長 λ≒3.64m と比較して
も小さいことが分かる。
 2.13.山での回折
　東京タワーと群馬大学工学部の電波伝搬路上には図 2.13.1 のような 2 つの山がある。山
で回折したレイが受信点に到達するのだが、回折の際に損失が生じる。ここではその回折
損を踏まえた受信電力を考える。
17
図 2.12.2:直接波,反射波の伝搬距離
図 2.13.1:2 つの回折点
　まず、回折損 J (ν) は
J (ν)=6.9+20 log10(√(ν−0.1)2+1+ν−0.1)  (39)
で表される。ここで、パラメータ ν は図 2.13.2 のような回折において
ν=√ 2(AB+BC)α1α2λ  (40)
で表される。また、レイが回折点に入射する角度は 1 本ごとに異なるため、それぞれの回
折損を求める必要がある。
　第 1 回折点 B(89100,210m) 、第 2 回折点 C 91100,170m とし、点 B へのレイの
入射角度を θ1[rad ] 実際の送信点 O(0,350m) からの伝搬距離を d [m] とする。ここ
で回折損を計算するために、点 B から角度 θ1 で距離 d [m] だけ真っすぐ離れた仮想
的な送信点 A を設ける。
　点 A から点 B の x 成分, y 成分それぞれの大きさを x1 、 y1 とすると
x1=dcos1  (41)
y1=dsin1  (42)
と表すことができる。よって点 A の座標は
(x A , y A)=(89100−x1 ,210− y1)  (43)
となる。線分AC の角度 2 、BC の角度 3 は
θ2=tan
−1( 170− y A91100−x A)  (44)
θ3=tan
−1( 170−21091100−89100)  (45)
と表され、これより角度 1 、 2 は
1=2−1  (46)
2=3−2  (47)
となる。また線分AB、BC は
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AB=d  (48)
BC=√(91100−89100)2+(170−210)2  (49)
である。(46)～(49)式を用いて(39)式より J ν  を求める。 J ν  [dB]はデシベル表示
なので、(50)式で真数表示に変換する。
W loss=10
0.69(√(ν−0.1)2+1+ν−0.1)2  (50)
また、電界強度の減衰 E loss の 2乗は電力の減衰 W loss なので電界強度の減衰は
W loss=E loss
2 =100.69(√(ν−0.1)2+1+ν−0.1)2
∴ E loss=10
0.345(√(ν−0.1)2+1+ν−0.1)
 (51)
となる。そしてレイ 1 本の電界の大きさ E0 をそれぞれの E loss で割ることにより、回
折損を含めたレイ 1 本の電界の大きさを求めることができる。よって(38)式は
E all=∑
n=0
N E 0
E loss
e− j kn Ln+∑
m=0
M E 0
E loss
RTE e
− j k m Lm
 (52)
となり、この Eall より第 1 回折点での回折損を考慮した受信電力を求められる。
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図 2.13.2:第 1 回折
　次に第 2 回折損を求めるのだが、第 1 回折点で回折したレイは図 2.13.3 のように全て同
じ方向に伝搬すると考える。
　図 2.13.3 より第 1 回折点のときと同様に回折損を求めると
J =6.920 log10−0.121−0.1  (53)
ν=√ 2 (BC+CD)α3α4λ  (54)
となる。
　受信点での受信電力は第 1 回折点での受信電力から第 2 回折損を引けば求まるため
(55)式で表される。
受信点での受信電力= 1第 回折点での受信電力− 2第 回折損  (55)
20
図 2.13.3:第 2 回折
 3.ラジオダクトの影響による受信電力の変化
 3.1.ラジオダクトの観測
　大気の屈折率を n とすると屈折指数 N は(56)式で表される。
N=(n−1)×106  (56)
また、屈折指数 N は(57)式と表される。
N=77.6
T (P+ 481PwT )  (57)
ここで T は気温[k]、 P は大気圧[hPa]、 Pw は水蒸気圧[hPa]である。次に修正屈
折率 m は(58)式で表される。
m=n+ h
R
 (58)
ここで h は地表の高さ[km]、 R は地球の半径で 6370km である。また、修正屈折指
数 M は(59)式で表される。
M=(m−1)×106  (59)
ラジオダクトの有無はこの修正屈折指数 M から判断される。ラジオダクトのない標準
大気では図 3.1.1 の左のように高さ h の増加に対して修正屈折指数 M が単調増加する。
それに対し、ラジオダクトがあるときの大気には図 3.1.1 の右のように高さ h の増加に
対して修正屈折指数 M が減少している箇所（逆転層）が存在する。
　本稿では茨城県つくば市館野にある高層気象台で観測されたデータを用い、そのデータ
から修正屈折指数 M を求めることでラジオダクトの有無を判断する。
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図 3.1.1:左：ラジオダクト有り、右：ラジオダクトなし
 3.2.ラジオダクトをモデルにした異常空間の作成
　本稿ではラジオダクトの影響により大気中に発生した、屈折率の値が異常な空間を異常
空間と定義する。
　ラジオダクトが発生しているときの屈折指数が図 3.2.1 の赤線のような値をとっている
とき、標準大気の屈折指数は図 3.2.1 の緑線のような、観測データの高さ 0m と 1000m の
屈折率の値を結んだ直線であるとする。
　異常空間の中心位置を xo 、高さ ya の標準大気の屈折率を na _ usual 、同じ高さでの
ラジオダクトの屈折率を na _ duct 、高さ yb の標準大気の屈折率を nb _usual 、同じ高さで
のラジオダクトの屈折率を nb _ duct としたとき、高さ ya 、 yb の屈折率 na 、 nb を
(60)、(61)式で与える。
na=na _usual+(na _ duct−na _usual)exp(−(x− x0)2f (H o) )
 
(60)
nb=nb _ usual+(nb _ duct−nb _ usual)exp(−(x−x0)2f (H o) )  (61)
f (H o)=σH o
2  (62)
ここで σ は異常空間の中心の異常度を 1 としたときに、異常空間の中心位置 xo から
H o 離れた位置で異常度をどれだけ減衰させるかにより求められる。例えば異常空間の
中心から 15km離れた位置で 0.1 まで減衰させるのであれば σ の値は 0.434 となる。次
に(60)、(61)式を微分すると
∂na
∂ x
=
−2(x− x0)
f (H o)
(na _ duct−na _ usual)exp(−(x− x0)2f (H o) )  (63)
∂nb
∂ x
=
−2( x−x0)
f (H o)
(nb _duct−nb _usual)exp(−(x− x0)2f (H o) )  (64)
となる。これらより屈折率 n とその偏微分は以下の式で表される。
n=( nb−nayb− ya)( y−h− ya)+na
 
(65)
∂ n
∂ x
= 1
yb− ya [( y−h− ya)(∂nb∂ x −∂ na∂ x )+(na−nb) ∂h∂ x ]+∂ na∂ x
 
(66)
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∂ n
∂ y
=
nb−na
yb− ya
 
(67)
これらの式から、異常空間の中心位置を xo=40km 、 H o=5km で異常度を 0.5 まで減
衰させたときの大気の屈折指数分布は図 3.2.2 のようになる。
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図 3.2.1:ダクトが発生しているときの屈折指数
図 3.2.2:異常空間の屈折指数分布
 3.3.異常空間の影響による受信電力の変化
　図 3.3.1 のような屈折率のラジオダクトが発生していたとする。ラジオダクトの影響を
受けておらず異常空間のない大気の屈折指数分布を表しているのが図 3.3.2、ラジオダク
トの影響により異常空間が発生している大気の屈折指数分布を表しているのが図 3.3.3 で
あり、これらの屈折指数分布を考慮してレイトレーシングを行った結果が図 3.3.4、図
3.3.5 である。図 3.3.4 が異常空間が存在しないときのレイの軌跡で、レイが規則正しく進
んでいることがわかる。図 3.3.5 が異常空間が存在するときのレイの軌跡で、異常空間が
あるところでレイの軌道が明らかに変化していることが分かる。またレイの軌道が変化し
たことにより、受信領域に到達するレイの本数が通常より減少している。受信電力を算出
すると異常空間が存在しないときの受信電力が-52.02dBm、異常空間が存在するときの受
信電力が-64.93dBm であり、異常空間が存在するときとしないときで受信電力に変化が
現れる。このような異常空間の影響による受信電力の変化に注目し、ラジオダクトと電波
伝搬異常との関係性を検証する。
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図 3.3.1:屈折指数
図 3.3.2:異常空間が存在しないときの屈折指数分布
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図 3.3.3:異常空間が存在するときの屈折指数分布
図 3.3.4:異常空間が存在するときのレイの軌跡
図 3.3.5:異常空間が存在するときのレイの軌跡
 4.異常空間のパラメータ
　本稿ではラジオダクトと電波伝搬異常との関係性を探るために異常空間に以下の 4 つの
パラメータを設けた。
①異常空間の中心位置 xo
　異常空間の中心位置を、図 4.1～図 4.3 のように送信点から 10km離れた位置から
80km離れた位置まで地表から同じ高さで移動させる。
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図 4.1: xo=10km の位置にある異常空間
図 4.2: xo=40km の位置にある異常空間
図 4.3: xo=80km の位置にある異常空間
②異常空間の高さ
　異常空間の高さを、図 4.4～図 4.6 のように地表 0m から 800m まで移動させる。
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図 4.4:高さ 0m の位置にある異常空間
図 4.5:高さ 200m の位置にある異常空間
図 4.6:高さ 400m の位置にある異常空間
③異常空間の横幅
　異常空間の横幅を図 4.7、図 4.8 のように直径 20km から 80km まで広げる。
④異常空間の厚さ
　異常空間の厚さを図 4.9、図 4.10 のように直径 200m から 400m まで広げる。
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図 4.7:横幅 20km の異常空間
図 4.8:横幅 80km の異常空間
図 4.9:厚さ 200m の異常空間
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図 4.10:厚さ 400m の異常空間
 5.異常空間と受信電力との関係性
 5.1.異常空間の横幅と受信電力との関係性
　異常空間の横幅を変え、さらに異常空間の位置をずらして以下の条件で解析を行った結
果が図 5.1.1 である。グラフの横軸は異常空間の中心位置 xo 、縦軸は桐生での受信電力
を表している。
解析条件
　・送信点：東京タワー（高さ 350m）
　・異常空間の高さ：200m
　・異常空間の厚さ：200m
　それぞれの折れ線と異常空間のない通常の受信電力とを比較すると、その強弱は異常空
間の中心が送信点寄りにあると弱く、受信点寄りにあると強くなっておりどれも似た推移
をしている。これより異常空間の影響で受信電力が通常より上昇・下降するかは、その横
幅の大きさよりも中心位置 xo によって大きく左右すると考えられる。
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図 5.1.1:異常空間の横幅と受信電力との関係性
 5.2.異常空間の厚さと受信電力との関係性
　異常空間の厚さを変え、さらに異常空間の位置をずらして以下の条件で解析を行った結
果が図 5.2.1 である。
解析条件
　・送信点：東京タワー（高さ 350m）
　・異常空間の高さ：200m
　・異常空間の横幅：40km
　それぞれの折れ線と異常空間のない通常の受信電力とを比較すると、その強弱は厚さの
違いによってによって差はあるが、異常空間の中心が送信点寄りにあると弱く、受信点寄
りにあると強くなっており共に似た推移をしている。これより異常空間の影響で受信電力
が通常より上昇・下降するかは、その厚さよりも中心位置 xo によって大きく左右する
と考えられる。
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図 5.2.1:異常空間の厚さと受信電力との関係性
 5.3.異常空間の高さと受信電力との関係性
　異常空間の高さを変え、さらに異常空間の位置をずらして以下の条件で解析を行った結
果が図 5.3.1 である。
解析条件
　・送信点：東京タワー（高さ 350m）
　・異常空間の横幅：40km
　・異常空間の厚さ：400m
　折れ線と異常空間のない通常の受信電力とを比較するとそれぞれの推移に一貫性はなく、
受信電力の強弱には異常空間の高さごとに以下のような傾向が見られる。
・異常空間の高さ 0m…異常空間の中心位置によって強弱が不規則である
・異常空間の高さ 200m…異常空間の中心が送信点寄りにあると弱く、受信点寄りにある
と強い
・異常空間の高さ 400m…異常空間の中心位置によっては強くなるが、全体的には通常の
受信電力と比べてあまり変化がない
・異常空間の高さ 600m…異常空間の中心が電波伝搬路の中心付近にあると強い
・異常空間の高さ 800m…通常の受信電力と比べて変化がない
　これらの傾向より異常空間の高さはその中心位置と同様に、受信電力が通常より上昇・
下降するかを決める大きな要因の 1 つであると考えられる。
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図 5.3.1:異常空間の高さと受信電力との関係性
 5.4.送信点、異常空間の高さと受信電力との関係性
　図 5.4.1、図 5.4.2 は電波の送信点の高さと異常空間の高さを変え、さらに異常空間の位
置をずらして以下の条件で解析を行った結果で、図 5.4.1 は送信点が東京タワーで高さ
350m、図 5.4.2 は送信点がスカイツリーで高さ 550m であり両者の送信点の高さが 200m
異なっている。
解析条件
　・異常空間の横幅：40km
　・異常空間の厚さ：400m
　2 つの図を比較すると、図 5.4.1 の 3 つの折れ線それぞれが図 5.4.2 で同じ推移をした折
れ線を持っており、また、同じ推移をした折れ線どうしの異常空間の高さが 200mずれて
いる。図 5.4.1、図 5.4.2 で送信点の高さが 200m 異なっていることを考慮すると、異常空
間の中心位置と受信電力との関係には異常空間の高さごとに傾向があり、その傾向は送信
点の高さが高くなるとその分高い位置にある異常空間で現れると考えられる。
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図 5.4.1:送信点の高さ 350m（東京タワー）
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図 5.4.2:送信点の高さ 550m（スカイツリー）
 6.シミュレーション結果と観測データとの比較
 6.1.時間ごとの屈折指数の推測
　82.5MHz の NHK_FM_Toyko の電波伝搬観測において、図 6.1.1 のような電波伝搬異
常が発生している観測データを対象にする（2011/9/25 9:00～2011/9/26 9:00）。この観
測時間と同時刻に高層気象台で観測された屈折指数のデータを基に異常空間を作成し、そ
の異常空間が電波伝搬路上にあると仮定してレイトレーシング解析を行うことで受信電力
を算出し、観測データとの比較を行う。しかし高層気象台の観測データは 1 日に 9 時と
21 時の 2 回しか更新されないため、その間の屈折指数データは図 6.1.2～図 6.1.6 のよう
に 9 時と 21 時のデータを基に 1 時間毎での補完を行う。
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図 6.1.2:09/25 09:00 図 6.1.3:09/25 15:00 図 6.1.4:09/25 21:00
図 6.1.1:電波伝搬異常が発生している観測データ
 6.2.異常空間の配置
　東京タワー、桐生間の電波伝搬路と、高層気象台がある館野は図 6.2.1 のような位置関
係にある。そこで、異常空間の中心は館野から電波伝搬路に垂直に下した線と電波伝搬路
との直交点に配置する。
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図 6.1.5:09/26 03:00 図 6.1.6:09/26 09:00
図 6.2.1:異常空間の配置
 6.3.解析結果
　図 6.1.2～図 6.1.6 の屈折指数をもとに直径 40km の異常空間を作成し、電波伝搬路内に
配置してレイトレーシング解析を行った結果が図 6.3.1 である。観測データとは受信電力
の値に差があるが、時間経過に伴う変動で両者を比較する。
　観測データは 19～22 時にかけて大きく上昇し、22～23 時にかけて大きく下降している。
それに対しシミュレーション結果は 15～18 時と 19～22 時で大きく上昇しそれ以外は大
きな変動がない。19～22 時にかけて大きく上昇している点は共通しているが、それ以外
の点では両者は異なる変動をしている。この原因としては、高層気象台が電波伝搬路から
遠いことや、ダクトのデータが 1 日に 2 つしか取れないためその間のダクトが実際はどう
変化しているのか分からないこと、また屈折率分布以外にもレイの軌道に影響を与える要
因があることなどが考えられる。
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図 6.3.1:シミュレーション結果
 7. 3 次元でのレイトレーシング
　前節までのレイトレーシングは、送信点と受信点の間の電波伝搬を電波の伝搬方向と高
さ方向の平面上のみでの変化としていた。大気中の屈折率分布が標準であるならば電波は
平面上のみの伝搬となるが、ラジオダクトの影響により大気中に異常空間が発生している
ときその屈折率分布異常は伝搬方向を x 軸、高さ方向を y 軸とすると xy 平面のみ
でなく z 軸方向にも異常をきたしているはずであり、その場合電波が z 軸方向にも変
化すると考えられる。そこでここでは 3 次元のレイトレーシングについて述べる。
 7.1.地球の丸み
　地球の中心座標を (X ,Y ,Z ) 、半径 R=6370km としたときの円の方程式は(68)式で
表される。
(x−X )2+(y−Y )2+(z−Z )2=R 2 (68)
(68)式を y について求めると、(69)式となる。
y=√R 2−(x−X )2−(z−Z )2+Y  (69)
東京タワーの位置 x=0km と大学の位置 x=92km で y=z=0km とすると、座標
(X ,Y ,Z ) は(70)～(72)式で表される。
X =L /2=92km /2=46km  (70)
Z =0km (71)
Y= y−√R2−( x−X ) 2−( z−Z ) 2=0−√R 2−(0−X )2−(0−Z )2=−√R 2−X 2  (72)
この方程式より地表面を表現したものが図 7.1.1 である。
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図 7.1.1:地球の丸み
 7.2. 3 次元レイトレーシングの理論
　2 次元のレイトレーシングでは xy 平面上の変化を見るために角度 θxy の変化を見て
いた。そこで 3 次元の解析では θxy と θzx の 2 つの角度の変化を見ることでレイの軌跡
を追跡する。
　解析の時間間隔 Δ t の間で変化する角度 Δθ xy と Δθ zx は、変化前の角度を θxy 、
θzx 、屈折率を n とすると 2.7.レイトレーシングの理論と同様に求め(73)、(74)式で表
される。
Δθ xy=
c
n2 [∂n∂ x cosθ xy−∂n∂ z sin θxy]×Δ t  (73)
Δθzx=
c
n2 [∂ n∂ x cosθzx−∂ n∂ z sinθ zx]×Δ t  (74)
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図 7.2.1:2 つの角
 7.3.地表面での反射
　地表面で反射する際の角度変化は、 θxy については 2.8.1 反射後の角度と同様に反射
後の角度を求め、 θzx については反射の際に角度の変化はないものとする。
 7.4. 3 次元レイトレーシングの手順
①レイの出発地点の座標 (x ,y ,z )=(0,350,0m ) 、 k ベクトルの方向(発射角) θxy 、
θzx をレイの方程式に与える。
②時間ステップ Δ t を決める。 Δ t の間に電波が進む距離が媒質のスケールに比べて
十分小さくなるように決める。ここでは Δ t=100ns とする。
③ (x ,y ,z ) で(73)、(74)式を計算し、 Δθ xy と Δθ zx を求める。
⑤ Δ t 間に進む距離 Δ L を(75)式より求める。
Δ L= c
n (x ,y ,z )
⋅Δt (75)
⑥ Δ t 後のレイの進行位置の x 、 y 、 z 座標値 x ' 、 y ' 、 z ' を(76)～(78)式
で求める。
x '≈ x+Δ Lsin (θxy+
1
2
Δθ xy)cos (θzx+
1
2
Δθzx)  (76)
y '≈ y+Δ L sin(θ xy+
1
2
Δθxy )sin (θzx+
1
2
Δθzx)  (77)
z '≈ z+Δ Lcos (θzx+
1
2
Δ θzx)cos(θxy+
1
2
Δ θxy)  (78)
⑤求めた (x ',y ',z ') を新たな (x ,y ,z ) に、 θxy+Δθxy , θzx+Δθzx を新たな
θxy , θzx として②に戻ることを L が目的地の距離に達するまで繰り返し、レイの軌
跡を求める。
　この手順で解析した標準大気中を進むレイの軌跡が図 7.4.1 である。またレイの軌跡を
xy 平面と zx 平面から見たのが図 7.4.2、図 7.4.3 であり、標準大気中であるので z
方向への変化はなく、直進していることが分かる。
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図 7.4.1:3 次元解析でのレイの軌跡
図 7.4.2:xy 平面から見たレイの軌跡
図 7.4.3:zx 平面から見たレイの軌跡
 7.5.ラジオダクトをモデルにした 3 次元異常空間の作成
　ラジオダクトが発生しているときの屈折指数が図 7.5.1 の赤線のような値をとっている
とき、標準大気の屈折指数は図 7.5.1 の緑線のような、観測データの高さ 0m と 1000m の
屈折指数の値を結んだ直線であるとする。
　異常空間の中心位置を xo 、 zo 、高さ ya の標準大気の屈折率を na _ usual 、同じ高
さでのラジオダクトの屈折率を na _ duct 、高さ yb の標準大気の屈折率を nb _usual 、同じ
高さでのラジオダクトの屈折率を nb _ duct としたとき、高さ ya 、 yb の屈折率 na 、
nb を(79)、(80)式で与える。
na=na _usual+(na _ duct−na _usual)exp(−{√(x− x0)2+(z−z0)2}
2
f (H o) )
 
(79)
nb=nb _ usual+(nb _ duct−nb _ usual)exp(−{√( x−x0)2+(z− z0)2}
2
f (H o) )
 
(80)
f (H o)=σH o
2  (81)
ここで σ は異常空間の中心の異常度を 1 としたときに、異常空間の中心位置 xo から
H o 離れた位置で異常度をどれだけ減衰させるかにより求める。例えば異常空間の中心
から 15km離れた位置で 0.1 まで減衰させるのであれば σ の値は 0.434 となる。次に
(79)、(80)式を微分すると
∂na
∂ x
=
−2(x− x0)
f (H o)
(na _ duct−na _ usual)exp(−{√(x− x0)2+(z−z0)2}
2
f (H o) )  (82)
∂nb
∂ x
=
−2 (x− x0)
f (H o)
(nb _duct−nb _ usual)exp(−{√( x−x0)2+( z−z 0)2}
2
f (H o) )  (83)
となる。これらより屈折率 n とその偏微分は以下の式で表される。
n=( nb−nayb− ya)( y−h− ya)+na
 
(84)
∂ n
∂ x
= 1
yb− ya [( y−h− ya)(∂nb∂ x −∂ na∂ x )+(na−nb) ∂h∂ x ]+∂ na∂ x
 
(85)
∂ n
∂ y
=
nb−na
yb− ya
 
(86)
これらの式から、異常空間の中心位置を xo=40km zo=0km 、 H o=5km で異常度を
0.5 まで減衰させたときの大気の屈折指数分布は図 7.5.2、図 7.5.3 のようになる。
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図 7.5.2:z=0km の xy断面の屈折指数分布
図 7.5.3:地表からの高さ 300m の zx断面の屈折指数分布
図 7.5.1:屈折指数
 7.6.異常空間の影響によるレイの軌跡の変化
　図 7.5.2、図 7.5.3 のような屈折指数分布の異常空間を用いてレイトレーシングを行った
ときのレイの軌跡が図 7.6.1、図 7.6.2 である。レイの軌跡が高さ y 方向へは変化してい
るが、横 z 方向へは全く変化していないことが分かる。異常空間の屈折指数分布を
(82)、(83)式で与えているため中心付近の屈折指数分布変化が小さいためであると考え、
xo はそのままので zo を z 方向に動かしてみたが結果は図 7.6.2 と同じであった。一
方、図 7.6.3 のような変化の大きい屈折指数から図 7.6.4、図 7.6.5 のような屈折指数分布
の異常空間を用いて同様の解析を行ったところ z 方向への変化が現れ、異常空間の中心
が zo=± 4km で最大となり、そのレイの軌跡が図 7.6.6、図 7.6.7 である。 z 方向への
変化は見られるがその変化は数メートルほどの小さなものであり、また、高層気象台の観
測データで図 7.6.3ほど大きい屈折指数変化は見受けられなかった。このことから、高層
気象台で観測される屈折指数データを用いてレイトレーシングを行う場合、 z 方向への
レイの軌道変化はなく、受信点での受信電力は xy 平面の屈折指数分布のみで定まるた
め 3 次元で解析を行う必要性はないものとする。
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図 7.6.2:zx 平面から見たレイの軌跡
図 7.6.1:xy 平面から見たレイの軌跡
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図 7.6.3:変化の大きい屈折指数
図 7.6.5:地表からの高さ 300m の zx断面の屈折指数分布
図 7.6.4:z=0km の xy断面の屈折指数分布
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図 7.6.6:xy 平面から見たレイの軌跡
図 7.6.7:zx 平面から見たレイの軌跡
 8.結論
　レイトレーシング法を用いることでラジオダクトと VHF 帯電波伝搬異常との関係性を
検証した結果以下のことが分かった。
・異常空間の影響で受信電力が通常より上昇・下降するかはその横幅、厚さの大きさより
も、中心位置や高さにより大きく左右される
・異常空間の位置と受信電力との関係には異常空間の高さごとに傾向があり、また,
その傾向はレイの送信点の高さが高くなるとその分高い位置にある異常空間で現れる
・現実的なラジオダクトをモデルにしてレイトレーシングを行う場合、受信点での受信電
力は xy 平面の屈折指数分布のみにより定まるため、3 次元で解析を行う必要性はない
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 9.今後の課題
　本稿では観測データとシミュレーション結果の比較を行ったが良い結果が得られなかっ
たため、レイの軌道に影響を及ぼす屈折率分布以外の要因を考え、今の手法に加えること
でレイトレーシングの精度を高めていきたい。また、現在観測を行っている東京タワー以
外の埼玉、茨城、千葉の電波伝搬についても解析を行い、地震の震源域特定につなげたい。
50
 10.謝辞
　本研究を遂行するにあたり、3 年間ご指導ご鞭撻頂きました本島邦行教授ならびに、同
じくご指導ご鞭撻いただきました羽賀望助教に感謝の意を表すとともに厚く御礼申し上げ
ます。また、修士学位論文の主査を引き受けて下さった山越芳樹教授ならびに、副査を引
き受けて下さった弓仲康史准教授に厚く御礼申し上げます。そして、研究生活の支えと
なっていただいた研究室の先輩・同輩・後輩の皆様方に心からの感謝と御礼を申し上げま
す。また、本研究に用いた高層の気温・湿度などは気象庁の高層気象台気象データを利用
させていただきました。関係者各位に心から御礼申し上げます。
51
 11.参考文献等
[1]Molchanov O. A., and M. Hayakawa, “Subionospheric VLF signal perturbations 
possibly related to earthquakes,” J. Geophys. Res., vol.103, no.A8, pp.17489–17504, 
1998.
[2]本島邦行, “見通し内 VHF 帯伝搬異常と地震発生との統計的関連性”, J. Atmos. Electr., 
vol.30, no.2, pp37–49, 2011. 
[3]上崎省吾, “電波工学　第 2版”
[4]進士晶明, “無線通信の電波伝搬”
[5]安達三郎/佐藤太一, “電波工学”
[6]照井俊晃, “平成 22 年度　修士学位論文”
[7]菅原慶, “平成 21 年度　学士学位論文”
52
